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2018年6月13日、久しぶりに中日、朝日、毎

日の三紙を買った。いうまでもなく、史上初の歴史

的朝米首脳会談を日本のマスメディアがどう報じる

か、確認しておきたかったからである。事前の報道

でも日本の報道は、「会談の不調」を期待していると

思わせるに十分なほどに冷淡なものだったが、さて

いかなる報道をするか? 

以下、中日、朝日、毎日の一面記事の見出しを活

字の大きさ順で並べてみると、 

中日：米朝共同声明、正恩氏「完全非核化」約束、

トランプ氏「体制を保証」具体策示されず、トラン

プ氏「拉致提起」、安倍首相「北と直接向き合う」  

朝日：正恩氏「非核化」を約束、期限・具体策に触

れず、トランプ氏「体制保証」、米「拉致問題を提起」、

米朝共同声明朝鮮戦争終結盛らず 

毎日：北朝鮮「完全非核化」約束、史上初首脳会談 

共同声明 具体策盛らず、ここから先が長い、トラ

ンプ氏「拉致提起」 

 

 

三紙に共通しているのは（産経、読売は見るまでな

い）、「北朝鮮の非核化」を金正恩が約束し、その見

返りにトランプが「体制保証」をしたが、具体策は

盛られなかった。そして『関心事』である拉致問題

について、トランプが金正恩に「拉致を提起」した

というものである。 

よくもまあ、足並みそろえて、「誤報」をするものだ

と呆れたのは言うまでもない。いや、「誤報」ではな

く「誤導」する意図があるのではと疑うほどである。 

実際の朝米共同宣言文の中では次のように書かれて

いる。「トランプ大統領は朝鮮民主主義人民共和国に

安全保障を提供することにし、金正恩委員長は朝鮮

半島の完全な非核化に対する強固で揺るぎない意志

を再確認した。」 そして「拉致提起」はそもそも共

同宣言文に盛られてはいない、のである。 

 私が常々言っていることだが、日本の新聞だけ見

ていては、世界情勢、とりわけ朝鮮半島情勢につい

ては見誤ること間違いなしなのである。 

 朝米首脳会談の前から、日本のマスメディアでは、

トランプ大統領が公言していた「CVID」(Complete 

Verifiable Irreversible Denuclearization)、つま

り「完全で検証可能かつ不可逆的な非核化）という

単語が常に使われていたが、その単語さえ共同宣言

文には盛り込まれていないのだ。日本のマスメディ

アが、これをとらえて、具体策がないと手厳しいの

だが、そもそも、米国の（そして日本の）一方的な

願望のみを書き立ててきて、一方の当事者である朝

鮮民主主義人民共和国(以下DPRK)の立場や主張は

一顧だにしてこなかったのである。 

 一方、首脳会談前の韓国の報道では、CVID は影

を潜め、朝鮮戦争の終結宣言と朝米国交樹立が焦点

となるという観測が立っていた。 

 

 ここで、朝米シンガポール首脳会談共同合意文の

合意項目を再度見てみよう。 

 

 

 



 

 

 

 確かに明確な記述ではないが、1と2は、まさし

く朝鮮戦争の終結と国交樹立を意味するものであり、

３で「朝鮮半島の非核化」がうたわれ、４でまず朝

鮮戦争の後始末を始めようとしているのである。具

体的内容が書かれなかった、トランプが言うように

時間不足であろう。しかしそれは朝米間での合意の

ための時間不足というよりは、米国内の調整が容易

でないことからと見るのが正しい。トランプがやろ

うとしていることは、戦後の極東アジア戦略を根底

から覆すものであることを考えれば容易に推察でき

るであろう。仮に米国既得権益層を代弁するヒラリ

ー・クリントンが大統領であったならば、こんな展

開はあり得なかったのだから。 

 日本のマスメディアからすれば、受け入れがたい

共同合意文であったろうことは容易にわかる。一方、

韓国のマスメディアは、李明博・朴槿恵政権を支え

てきた朝鮮日報・東亜日報・中央日報という保守系

三大紙であっても、東亜日報が社説で「歴史的な米

朝の対座、地球上最後の冷戦の残滓を溶かす」と書

き、その歴史的意義を認めている。（※朝鮮日報・中

央日報は日本のマスメディアと同じ論調） 

進歩系のハンギョレ新聞は、「手を取り合った金正

恩・トランプ「巨大な変化」が始まる」と書いた。

世論調査では、韓国国民の文在寅の支持率は８０％

近くまで上昇し、金正恩とトランプに対する好感度

も大幅にアップしたことでわかるように、この歴史

的会談とその結果を大歓迎しているのである。 

ここで論理的に考えてみよう。 

朝鮮戦争が終結していない状態で DPRK の非核化

が可能であろうか? いや、そもそも、DPRK にの

み核廃棄を求めることで合意ができようか?  

物事にはすべて順序があり、最低条件というものが

ある。それが共同合意文にそのまま反映されている

のではないか? 

朝鮮半島が本当に非核化されるためには、先ず朝

鮮戦争が休戦ではなく終戦とならなくてはならない

し、朝米が国交を樹立して関係改善を図り、７３年

にわたる敵対関係を正常化していかなければならな

い。その過程でこそ、DPRKの非核化も協議が可能

であるし、それが朝鮮半島の非核化という形で実を

結ぶであろうということだ。これが論理的思考とい

うものだ。 

安倍は、トランプが朝米首脳会談を決断した直後

の 4 月にフロリダに駆けつけ、「北朝鮮の完全な非

核化」という目標の実現のために、いわゆる「最大

限の圧力」という経済制裁を固守するという誓約を

トランプから取り付けることに成功した。そして5

月２４日、DPRKが韓米を含む外国メディアの前で

核実験場を破壊した直後、トランプが6月12日の

首脳会談を突然キャンセルした際には、祝賀ムード

が漂った。 

しかし、直後から始まった朝米の神経戦を打開し

たのは、翌々日２６日の板門店での二度目の電撃的

南北首脳会談であった。トランプは無理筋であった

「完全で検証可能かつ不可逆的な核廃棄 」（CVID）

に向かわせるという合意目標を公式に取り下げ（※

「最終的かつ完全に検証された非核化」（FFVD）と

いう表現に変わっている）米朝首脳会議の予定が「復

活」した。 

するとまたもや安倍はトランプに会うためにワシ

ントンに向かったのである。しかし、トランプが再

度翻意をするはずもなく、「拉致問題」を「直談判」

すると大見え切ったのであった。直談判? あの…相

手が違いますよ!! と私は苦笑したものだが、その

おかしさを指摘したマスメディアは皆無であった。

それどころか、先に書いたように、朝米首脳会談を

報じる見出しで、「拉致提起」と見出しを付けたので

ある。 

 

 

日本のマスメディアは、安倍と一体化していると

いうほかない。そう、共犯者なのである。DPRKを

敵国としてきたこの７３年間の慣性のままにある。 

朝鮮半島は変化を望んだ。なによりも南の民衆がそ

れを望み、冷戦体制をこそ最大の援軍として存在し

えた朴槿恵政権を打倒して文在寅政権を打ち立てた。

一方トランプは冷戦時代の慣性とは無縁であり、む

しろ変化すべきと考えているようだ。日本社会が、



冷戦を終結させようとするこの変化に同参すること

を望むのだが…。 

  


